
 

   

   

 

    

 

～流通・物流の危機を乗り越える 
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■高品質なサービスの裏側で  

国内流通業の現状や課題 

普段、私たちはスーパーマーケットなどでいつでも

欲しい物が手に入りますし、世の中にはたくさんの

物が問題なく巡っていると思いますよね。最近、国

内外のスーパーを観光地として覗くという声もあり

ますが、確かに品揃えを見ればその土地の食生活や

食文化が分かって面白い。その点、日本の消費者が

接している商品の種類の数は世界的に見ても非常に

多く、地域や季節ごとの違いもあり、質の高い流通

が実現していると言えます。コロナ禍でも流通が途

絶え大きな混乱が生じることはなかった。現場の

方々の大変な努力があったと思います。 

 

でも、それを支える裏側は実は複雑な構造で、多

くの課題が絡み合っています。流通業の流れは、「商

流」と「物流」に分けられ、「商流」は、諸外国のよ

うにメーカーと小売という２層構造と異なり、間に

卸が入った３層構造からなり、取引パターンも様々

です。さらに、「物流」は商流と切り離され、その多 

くが未だに山のような紙伝票でやりとりされており、

下請け構造もあります。各現場での業務は効率化が

進んでいるけれども、情報が孤島のように分断され

ているため、お互いの結節点を中心に多くのムリ・

ムダ・ムラが発生し、全体としてみると生産性を押

し下げてしまっているのです。その負荷をカバーし

今まで問題なく回ってきたのは潤沢な労働力があっ

たからこそであり、商流でも物流でも、安価な現場

の対応力にどうしても依存してしまう傾向がありま

した。現在は、どの業界も人手不足が課題となって

いる上、物流の 2024 年問題もあり、このままでは 

 

 

 

 

 

全国各地の物流機能の維持が困難になるだけでなく、 

企業や経済全体の成長制約となるおそれがあります。 
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日本は他国と比べ、卸売業の存在感が大きいとい

う特長があります。卸売業が商品を大量購入するこ

とで小売側へ分配でき、それによって地域間での価

格差も小さく、商品の種類を豊富に揃えることがで

きています。ただ、それが商流の３層構造それぞれ

で、取引ごとに異なるシステムが拡大し、複雑性を 

生むことになりました。全ての情報を繋げるために

標準化しましょうと言っても、今すぐできる話では

なく、物流効率化のためには商品情報や物流資材な

どの基本となる情報の標準化や、この複雑性を前提

とした商慣習の是正などが重要です。 

 

■事業者専用のネットワークを、 

分野を超えたネットワークへ 

今年３月に国土交通省と連携してフィジカルインタ

ーネット・ロードマップを策定しました。フィジカ

ルインターネットとは、インターネット通信の考え

方をフィジカル（物流）にも適用しようという考え

方です。デジタル技術によって物資や倉庫、車両の

空き情報を可視化し、規格化された容器に詰められ

た貨物を、複数企業の倉庫やトラックなどをシェア

したネットワークで輸送するという、共同輸配送シ

ステムを指します。多品種・小ロット輸送が増えた

ため、トラックの積載率は現状４割程度しかありま

せんが、フィジカルインターネットにより、リソー

スを最大限活用できる物流の効率化を目指していき

ます。３層構造から成り立つ荷主側から変えていく

必要があるという認識の元、その実現に向けた業界

ごとの具体的なアクションプランを策定しました。 

 

では、今のモノ不足や供給の混乱から起きている物

価高と、人手不足の問題、いずれもビジネスを営む

上で当たり前にあった資源・資本（リソース）に対

する制約が厳しくなっているという話だからこそ、

リソースに着目しています。鍵になる経営指標とし

て、ROIC（投下資本利益率）を打ち出した上で、DX

やスタートアップとの積極的な連携により流通業の

持つリソースを刷新することや、特に物流面でリソ

ースをシェアし協調していくといった方向性が示さ

れました。究極的なフィジカルインターネットの実

現については、課題の大きな地域こそ、逆にリーデ

ィングモデルを生み出せる可能性があるとの考えか

ら、今年度、北海道に焦点を当てて、まずは地域レ

ベルでの、事業者間の連携や新しい技術の実装を後

押ししていく予定です。 

 

■流通・物流の効率化は 

様々な課題解決にも繋がりそう 

サプライチェーン全体の効率化は食品ロス削減や災

害時の共同配送などにも有効と考えます。例えば、

RFID（電子タグ）などの IoT 技術を活用することに

よるメーカー・卸・小売間のサプライチェーンにお

ける在庫・輸送情報のリアルタイム共有や、賞味期

限情報などのデジタル管理による店舗の省人化、条

件に応じて価格を変動させるダイナミックプライシ

ングによる売り切りなどの実証実験も進めています。

このような IoT 技術やデータの活用は生産性の向上

はもちろんのこと、新たな付加価値創出にも繋がっ

ていきます。 

 

■物流危機を乗り越えるためには、 

流通業の生産性向上が不可欠 

ムリ・ムダ・ムラの一例として、例えば、届いた荷

物の紙伝票とパソコンの画面を見比べながら一つ一

つチェックするという作業を、一日に数百件以上も

行っていると聞き驚きました。それを電子化しまし

ょう、アクションプランを実行しましょうと言うの

は簡単ですが、現実は利害関係者同士で進めなくて

はならない話です。特に規制もなく成熟した業界で、

国が何をすべきかは常に悩みどころですが、課題意

識をもって動き出している企業を応援するためにも、

業界任せにせず国も一歩前に出て業界の方々の間に

入らせていただき、アクションプランの策定・実行、

より大きな協調メリットを可能とするための標準

化・環境整備を進める必要があると感じています。

物流や物価高の危機をきっかけに、流通に従事する

人々がより働き甲斐を感じ賃上げもできるよう、生

活に不可欠な流通の持続可能な成長へと繋げていく

ことが重要だと思っています。 

 

 

 

 

 

 

 



  


